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「鹿児島県内のデジタル化に係る状況調査」業務委託に係る公募型企画提案 
（プロポーザル）実施要領 

 

１ 目的 
県内の企業，団体等に対し，デジタル化の取組状況及び課題，デジタル化を推進する人材の確保・

育成に係る取組状況及び課題などについて調査を行い，県内における現状や課題を把握した上で，考
えられる現実的な取組を整理する。 

特に，本県の基幹産業である観光関連産業について，現状・課題を把握する。 

 

２ 委託業務の内容 
⑴ 調査に係る基本内容 
⑵ 郵送による調査 
⑶ 各種団体を通じた調査 
⑷ 調査結果の集計及び分析・提案 

 ※ なお，本業務に係る基本事項については，「「鹿児島県内のデジタル化に係る状況調査」業務委託
仕様書」によるものとする。 

 
３ 事務を担当する部局の名称及び問合せ先 

鹿児島県総合政策部デジタル推進課 
〒890-8577 鹿児島市鴨池新町 10 番１号 鹿児島県行政庁舎８階 
電 話： 099-286-2366 
メールアドレス：digital@pref.kagoshima.lg.jp 

 
４ 選考方法 

企画提案（プロポーザル）方式 
 
５ 企画提案に係る参加資格 

本企画提案の提出に参加できる者は，単体企業又は共同企業体（以下「ＪＶ」という。）とし，次に
掲げる要件を全て満たすものであること。なお，単体企業はＪＶの構成員として，またＪＶの構成員
は単体企業として参加することはできない。 
⑴ 法人であること。 
⑵ 次の各号いずれにも該当しないこと。 

  ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者 
  イ 鹿児島県より指名停止措置を受けている者 
  ウ 鹿児島県が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱に規定する「暴力団排除措置の対象と

なる法人等」に該当する者 
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６ 説明会 

実施しない。 
 
７ 質問書 

本要領に関して疑義があるときは，質問書（様式１）を提出し，回答を受けることができる。   
⑴ 提出先 

３に同じ。 
⑵ 提出方法 

質問書は，電子メールにより提出するものとし，提出期限まで随時受付を実施する。 
⑶ 提出期限 

令和７年９月 11 日(木)午後５時 
※ 提出期限までに，必ず電話により電子メールの受信確認を行うこと。 

⑷ 回答 
提出期限までに受け付けた質問書に係る回答は，鹿児島県公式ホームページ上において令和７年

９月 16 日(火)までに公開する。 
 

８ 参加申込書の提出 
  企画提案に参加する者は，参加申込書（様式２）を提出すること。 

⑴ 提出先 
３に同じ。 

⑵ 提出方法 
参加申込書は，電子メールにより提出。 
メール件名は「鹿児島県内のデジタル化に係る状況調査業務委託参加申込」とすること。 

⑶ 提出期限 
令和７年９月 19 日(金)午後５時 
※ 提出期限までに，必ず電話により電子メールの受信確認を行うこと。 

 
９ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出先 
３に同じ。 

⑵ 提出方法 
企画提案書等は，電子メールにより提出すること。 
※ メール一通当たりのファイル容量が 5MB を超えないものとし，圧縮した形式でファイルを

送付しないこと。（5MB を超える場合には別途，県が指定した方法により提出すること。） 
⑶ 提出期限 

令和７年９月 24 日(水)午後５時 
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※ 提出期限までに，必ず電話により電子メールの受信確認を行うこと。 
※ 提出期限までに書類が提出されない場合，辞退したものとみなす。 

⑷ 提出書類 
  ア 企画提案書 
    企画提案書（様式３）に，次の内容を掲載した企画書（任意様式）を添付して提出すること。 

(ｱ) 実施する事業の概要 
(ｲ) スケジュール（当該事業各項目に係るスケジュール） 
(ｳ) 提案内容（実施しようとする具体的内容） 
(ｴ) 会社等概要書（現在の事業内容，登記簿又は定款の写し） 

  ※ ＪＶでの提案の場合，構成企業分も提出のこと。また，協働企業体協定書（任意様式）    
を提出すること。 

  イ 参考見積書 
   (ｱ) 各積算項目の単価並びに数量等内訳を記載すること。 
   (ｲ) 事業を実施するに当たっての一切の費用を積算すること。 
   (ｳ) 各項目は税抜価格とし，別途消費税額（地方消費税を含む）を併記すること。 
   ※ 正式な見積については，審査の結果を踏まえ，最も優れた企画を提案した応募者に改めて依

頼する。 
  ウ 業務実績書（様式４） 

(5) その他 
ア 企画書の提案は１社につき１案に限る。 
イ 提出された企画書は返却しないこととし，提出後の修正は認めない。 
ウ 採用された企画書の使用権は県に帰属する。  
エ 受託者決定後は，県と協議しながら事業内容を決定することとし，企画の一部を修正または変

更する場合がある。 
 
10 提案内容 

提案内容には，仕様書に記載する業務内容に加え，本業務の目的の達成に必要な，より効果的なア
イデア等がある場合は，そのアイデア等を含めること。また，想定する業務の実施場所，従事体制，
人員配置体制等についても記載すること。 

 
11 提案限度額 

提案限度額（消費税を含む。）は次のとおりとし，この金額を超えて提案することはできない。 
提案限度額を超えて提案を行った場合は，失格とする。 
なお，この金額は，契約時の予定価格を示したものではなく，契約内容の規模を示したものであ

ることに留意すること。 
限度額 ９，６３７，０００円（税込） 
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12 選定方法及び選定結果 

⑴ 審査・選考の方法 
企画提案の審査は，提出された企画提案書及びプレゼンテーションの内容について総合的に評

価し，特に内容が優れた者（最優秀提案者と選考された者）を本委託事業の契約相手方の候補者
とする。  

なお，審査に際しては，下記の日程で実施する企画提案のプレゼンテーションの場を設けるこ
ととし，応募者は提案内容について説明を行うこと。  

  ア 日時 
    令和７年９月 30 日(火)（予定）（詳細は応募者に別途通知する。） 
  イ 場所 
    鹿児島県庁内会議室又はオンライン（詳細は応募者に別途通知する。） 
  ウ 説明時間等 
    説明は 20 分以内とする。説明終了後 5 分程度の質疑応答の時間を設ける。 

⑵ 選考結果 
選考結果は企画提案者全員に対し，電子メールにより通知する。 

 
13 契約 

選考で最優秀提案者に決定した事業者は，提案した事業内容に基づき県と委託契約を締結するも
のとする。 
⑴ 事業内容 

原則として提案された事業内容とするが，必要に応じて県との協議により提案された企画内容
の修正・変更を行い，委託契約を締結するものとする。 

⑵ 委託金額 
事業を実施するために必要な経費とし，事業内容を修正した場合においても，11 に定める額を

上限とする。 
⑶ 委託契約に係る業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。 

 
14 契約保証金 

委託業務に係る契約保証金は免除する。 
 
15 公平な企画提案の確保 
 ⑴ 企画提案者は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号） 
  等に抵触する行為を行ってはならない。 
 ⑵ 企画提案者は，競争を制限する目的で他の企画提案者と参加意思及び提案内容について， 
  いかなる相談も行ってはならず，独自に企画提案書等を作成しなければならない。 
 ⑶ 企画提案者は，契約候補者の選定前に，他の企画提案者に対して企画提案書を意図的に開示 



 5 / 5 

  してはならない。 
 ⑷ 企画提案者が連合し，又は不穏な行動等をなす場合において，企画提案を公正に執行するこ 
  とができないと認められるときは，当該企画提案者を企画提案に参加させないことがある。 
 
16 その他 

⑴ 本調達の提案に要する一切の費用は，企画提案者の負担とする。 
⑵ 提出書類は，提案者に無断で使用しないが，審査作業に必要な範囲において複製を作成するもの 

とする。 
⑶ 提出された提出書類は返却しない。 
⑷ 県から受領又は閲覧した資料等は，県の了解なく公表又は使用してはならない。 

 


